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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

２ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

３ 第88期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理している。 

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第89期第３四半期連結累計期間については１

株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在しないため、第88期第３四半期連結累計期間および第88期に

ついては潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 

第88期 

第３四半期 

連結累計期間 

第89期 

第３四半期 

連結累計期間 

第88期 

会計期間 
自 平成22年４月１日 

至 平成22年12月31日 

自 平成23年４月１日 

至 平成23年12月31日 

自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日 

売上高 （百万円） 296,940 297,662 452,499 

経常利益 （百万円） 3,039 2,441 7,265 

四半期（当期）純利益又は四
半期純損失（△） 

（百万円） 1,797 △5,380 3,567 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △1,451 △13,889 △2,586 

純資産額 （百万円） 190,790 173,536 189,581 

総資産額 （百万円） 479,301 483,238 499,111 

１株当たり四半期（当期）純
利益金額又は四半期純損失金
額（△） 

（円） 5.81 △17.41 11.53 

潜在株式調整後１株当たり四
半期（当期）純利益 

（円） － － － 

自己資本比率 （％） 39.10 35.18 37.29 

回次
第88期

第３四半期 
連結会計期間

第89期
第３四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日 
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 2.37 △17.56 
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当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はない。なお、主要な関係会社の異動は次のとおりである。 

  
（建築事業） 

東南アジア地域の事業強化のため、新たに戸田フィリピン株式会社を設立した。また、同社設立のた

めの持株会社として、ＡＢＴＤ株式会社をフィリピン国に設立した。 

なお、新設した２社は、連結子会社である。 

  

この結果、平成23年12月31日現在では当社グループは、子会社26社及び関連会社９社より構成されるこ

ととなった。 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の異常な変

動等または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はない。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。 

  

(1) 業績の状況 

  
当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、東日本大震災の影響による企業活動の停滞から回

復傾向にあるものの、欧州における金融不安等による歴史的な円高の進行や株価の低迷、電力供給の制

約や原子力災害による影響などにより、先行きは依然として不透明な状況が続いている。 

このような状況の中、当第３四半期連結累計期間における当社グループの業績は以下のとおりとなっ

た。 

  
当第３四半期連結累計期間における売上高は、主に当社における完成工事高が減少したものの、在外

子会社における手持工事が進捗したことによる完成工事高の増加により、前年同四半期比0.2％増の

2,976億円となった。 

営業損益については、主要事業である建設事業が依然として厳しい受注環境下にあり、手持工事の採

算見込の回復が進まず、売上総利益率が6.0%と前年同四半期比0.7ポイント低下し、売上総利益は178億

円（前年同四半期は197億円）となった。一方、販売費及び一般管理費については、債権回収による貸

倒引当金の戻入6億円等により166億円と前年同四半期比6.7%減少したが、売上総利益の落込みをカバー

しきれず、営業利益は11億円（前年同四半期は18億円）となった。 

経常損益については、受取利息及び受取配当金等の増加により営業外損益は改善し、24億円の経常利

益（前年同四半期は30億円）となった。 

また、四半期純損益については、特別損失に投資有価証券評価損32億円等を計上したことにより、53

億円の四半期純損失（前年同四半期は17億円の純利益）となった。 

なお、当社グループの売上高の大部分を占める完成工事高は、その計上時期が第４四半期連結会計期

間に集中する傾向があり、第１,２,３四半期の完成工事高は通期の業績予想に比して相対的に低くなる

といった傾向がある。 

一方で、販売費及び一般管理費については経常的に発生するため、第３四半期連結累計期間の業績

は、売上高に対する一般管理費の割合が高くなるといった傾向がある。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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セグメントごとの業績は次のとおりである。 

  
（建築事業） 

売上高は2,371億円（前年同四半期比1.9％減）、セグメント利益(営業利益）は50億円（前年同

四半期比35.1％減）となった。 

当社個別の受注高については、民間工事（国内）が前年同四半期比6.6%増加して2,251億円とな

ったが、官公庁工事（国内）は前年同四半期比34.1%減少して316億円にとどまったため、全体とし

ては前年同四半期比0.9％減の2,581億円となった。 

（土木事業） 

売上高は518億円（前年同四半期比7.6％増）、セグメント損失（営業損失）は1億円（前年同四

半期は18億円のセグメント損失）となった。 

当社個別の受注高については、民間工事（国内）は前年同四半期比21.4%増加して147億円となっ

たが、官公庁工事（国内）が同38.2%減少して324億円となり、全体（海外含む）としては475億円

と、前年同四半期比26.9％減となった。 

（不動産事業） 

売上高は110億円（前年同四半期比11.2％増）、セグメント利益（営業利益）は16億円（前年同

四半期比13.7％増）となった。 

（その他の事業） 

売上高は10億円（前年同四半期比6.0％増）、セグメント利益（営業利益）は0.9億円（前年同四

半期比25.1％増）となった。 

  

(2) 連結財政状態に関する定性的情報 

 資産、負債、純資産の状況 

（資産の部） 

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、未成工事支出金が234億円増加したが、受取手形・

完成工事未収入金の減28億円、保有株式の時価の下落に伴う投資有価証券の減189億円などによ

り、前連結会計年度末と比較して158億円減少の4,832億円（前連結会計年度末比3.2％減）となっ

た。 

（負債の部） 

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、支払手形・工事未払金等が271億円減少したが、未

成工事受入金が179億円増加したことなどにより、前連結会計年度末と比較して1億円増加の3,097

億円(前連結会計年度末比0.1％増）となった。 

（純資産の部） 

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は、保有株式の時価の下落に伴うその他有価証券評価

差額金の減97億円や期末配当金の支払い（21億円）などにより、前連結会計年度末と比較して160

億円減少し純資産は1,735億円（前連結会計年度末比8.5％減）となり、自己資本比率は35.2％とな

った。 
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(3)  事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課

題は次のとおりである。 

 当社連結子会社であるシプコー工業株式会社（以下「同社」）において、不適切な会計処理が行われ

ていたことが明らかになり、第三者調査委員会の調査により、売上高の過大計上及び売上原価の繰延な

どが行われていたことが判明した。 

 同社における不適切な会計処理は、同社幹部の主導により行われたものであるが、当該処理が実行さ

れ、発覚が遅れたことは、当社のグループ管理体制に不備があったことによるものである。 

 当社としては、今後はグループ企業に対するガバナンスの強化やコンプライアンス意識の徹底などの

再発防止策を講じ、当社ならびにグループ企業における適切な内部統制を整備・運用していくよう努め

ていく。 
  

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は、以下の通りである。 
  

①基本方針の内容 

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊

重し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主

共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではない。また、最終

的には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは株主の決定に委ねられるべきだと考えている。 

ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続ける

ことができない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれ

のあるものや、当社グループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主が最終的

な決定を行うために必要な情報が十分に提供されないものもありうる。 

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主から負託された者の責務として、株主のために、

必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えている。 

  
② 基本方針の実現に資する取組み 

ア 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資

する特別な取組み 

当社は1881年の創業以来、「品質・工期・安全に最善を尽くす」ことを社是とし、「建設を通じ

た社会福祉の増進への貢献」「社会の信用を基とした社業の発展」「堅実な経営による適正利益確

保を基とした社業の安定」を経営方針に掲げ、各ステークホルダーに対する幅広いサービスの提供

と長年の実績に裏打ちされた信頼関係の構築により、高い評価を得てきた。 

このような当社及び当社グループの企業価値の主な源泉は、技術力とノウハウに培われた品質の

高い生産物の提供や、創業以来の実績に裏打ちされたステークホルダーとの信頼関係、そしてこれ

ら当社の企業文化を支える従業員、さらには長年当社と共に歩んできた協力会社との良好なパート

ナーシップ等にあると考えている。 

これら当社グループの取組みの積み重ねが当社の企業価値を生み出しており、この企業文化を継

続・発展させることが当社の企業価値を高め、ひいては株主共同の利益を最大限に引き出すことに

つながっていくものと考えている。 

  
イ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組み 

当社は、平成23年６月29日開催の当社第88回定時株主総会において、当社株式等の大規模買付行

為に関する対応策（以下、「本プラン」という。）を継続することに関して決議を行った。 

 本プランの概要は次のとおりである。 

(ア) 本プランに係る手続き 

a 対象となる大規模買付等 

 本プランは以下の(a)又は(b)に該当する当社株式等の買付け又はこれに類似する行為（以下

「大規模買付等」という。）がなされる場合を適用対象とする。大規模買付等を行い、又は行

おうとする者（以下「買付者等」という。）は、予め本プランに定められる手続きに従わなけ

ればならないものとする。 

(a) 当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合が20％以上となる買付け 

(b) 当社が発行者である株式等について、公開買付けに係る株式等の株式等所有割合及びその

特別関係者の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け 
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b 「意向表明書」の当社への事前提出 

 買付者等は、大規模買付等の実行に先立ち、当社取締役会に対して、当該買付者等が大規模

買付等に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下「意

向表明書」という。）を当社の定める書式により日本語で提出する。 

c 情報の提供 

 意向表明書を提出した場合には、買付者等は、当社に対して、大規模買付等に対する株主の

判断のために必要かつ十分な情報を提供する。 

d 取締役会評価期間の設定等 

 当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、大規模買付等の評価の難易度等に応じて、

以下の(a)又は(b)の期間（いずれも初日不算入）を、当社取締役会による評価、検討、交渉、

意見形成及び代替案立案のための期間（以下「取締役会評価期間」という。）として設定す

る。 

(a) 対価を現金（円価）のみとする公開買付けによる当社全株式等を対象とする公開買付けの

場合には最大60日間 

(b) その他の大規模買付等の場合には最大90日間 

 ただし、上記(a)(b)いずれにおいても、取締役会評価期間は評価・検討のために不十分であ

ると取締役会及び独立委員会が合理的に認める場合にのみ延長できるものとし、その場合は、

具体的延長期間及び当該延長期間が必要とされる理由を買付者等に通知するとともに株主へ開

示する。また、延長の期間は最大30日間とする。 

e 対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告 

 独立委員会は、取締役会評価期間内に、上記dの当社取締役会による評価、検討、交渉、意

見形成及び代替案立案と並行して、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非に関する勧告

を行うものとする。その際、独立委員会の判断が当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向

上に資するようになされることを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、当社の業務

執行を行う経営陣から独立した第三者の助言を得ることができるものとする。 

(a) 買付者等が大規模買付ルールを遵守しない場合 

独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守しなかった場合、原則とし

て、当社取締役会に対し対抗措置の発動を勧告する。 

(b) 買付者等が大規模買付ルールを遵守した場合 

 買付者等が本プランに規定する手続きを遵守した場合には、独立委員会は、原則として当

社取締役会に対して対抗措置の不発動を勧告する。ただし手続きが遵守されている場合で

も、当該買付等が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものであると判断される

場合には、例外的措置として対抗措置の発動を勧告する場合がある。 

f 取締役会の決議 

当社取締役会は、eに定める独立委員会の勧告を最大限尊重するものとし、係る勧告を踏ま

えて当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から速やかに対抗措置の発動又

は不発動の決議を行うものとする。 

g 対抗措置の中止又は発動の停止 

当社取締役会が上記fの手続きに従い対抗措置の発動を決議した後又は発動後においても、

買付者等が大規模買付等を中止した場合又は対抗措置を発動するか否かの判断の前提となった

事実関係等に変動が生じ、かつ、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点か

ら発動した対抗措置を維持することが相当でないと考えられる状況に至った場合には、当社取

締役会は、対抗措置の中止又は発動の停止を行うものとする。 

h 大規模買付等の開始 

買付者等は、上記aからfに規定する手続きを遵守するものとし、取締役会において対抗措置

の不発動の決議がなされるまでは大規模買付等を開始することはできないものとする。 
  

(イ) 本プランにおける対抗措置の具体的内容 

 当社取締役会が上記(ア)fに記載の決議に基づき発動する対抗措置としては、原則として、新

株予約権の無償割当てを行うこととする。 
  

(ウ) 本プランの有効期間、廃止及び変更 

 本プランの有効期間は、平成23年6月29日開催の第88回定時株主総会終結の時から３年以内に

終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとする。 

 ただし、係る有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更又は廃止

の決議がなされた場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更又は廃止されるものと

する。また、当社の取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合には、本プランはその

時点で廃止されるものとする。 
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なお、当社取締役会は、法令等の変更により形式的な変更が必要と判断した場合には、独立委

員会の承認を得た上で、本プランを修正し、又は変更する場合がある。 

  
③ 上記②の取組みが、上記①の基本方針に沿い、株主共同の利益を損なうものでなく、当社の役員の地

位の維持を目的とするものではないこと及びその理由 

当社取締役会は、平成21年４月に策定した中期経営計画及びそれに基づく施策は当社及び当社グル

ープの企業価値、ひいては株主共同の利益の向上に資する具体的方策として策定されたものであり、

①の基本方針に沿うものと判断している。また、次の理由から上記②イの取組みについても上記①の

基本方針に沿い、株主の共同の利益を損なうものでなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とす

るものではないと判断している。 
  

ア 買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること 

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年5月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益

の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の

確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を全て充足してい

る。 
  

イ 当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること 

本プランは、当社株式等に対する大規模買付等に応じるべきか否かを株主が判断し、あるいは当

社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主のために買付者等と交渉を

行うこと等を可能とするものである。 

ウ 株主意思を重視するものであること 

当社は、本プランの継続に関する株主の意思を確認するため、平成23年6月29日に開催された第

88回定時株主総会において本プランの継続に関する議案を付議し、その承認可決を受けている。ま

た、本プランの有効期間は平成26年6月開催予定の当社第91回定時株主総会終結時までであり、ま

た、その有効期間の満了前に開催される当社株主総会において本プランの変更又は廃止の決議がな

された場合には、本プランも当該決議に従い変更又は廃止されることになる。 
  

エ 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

当社は、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、対抗措置の発動等を含む本プランの運用に

関する決議及び勧告を客観的に行う取締役会の諮問機関として独立委員会を設置している。 

 独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、当社の社外取締役、社外監査役

又は社外の有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士若しくは学識経験者

等）から選任される委員3名以上により構成される。 

 また、当社は、必要に応じ独立委員会の判断の概要について株主に情報開示を行うこととし、本

プランの透明な運営が行われる仕組みを確保している。 
  

オ 合理的な客観的発動要件の設定 

本プランは、上記②イ(ア)に記載のとおり、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発

動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確

保している。 
  

カ デッドハンド型若しくはスローハンド型買収防衛策ではないこと 

上記②イ(ウ)に記載のとおり、本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取

締役会により、いつでも廃止することができるものとされている。 

また、当社は期差任期制を採用していない。 

  

(4)  研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間における当グループが支出した研究開発費の総額は1,369百万円である。

なお、当第３四半期連結会計期間において当社グループの研究開発活動に重要な変更はないが、建築事

業および土木事業における環境関連技術のうち、「室内環境比較実験室」が竣工し、室内環境に関する

各種比較実験を開始した。また免震・制震・制振関連技術では、既存の制振実験試験体を改修し、近年

問題になっている長周期地震動をはじめ、多彩な振動実験に対応できるようにした。さらに、建築材料

関連技術のうち、中低層のCFT造に対しては、スランプ21cmのJIS認証品での施工技術を開発し、実物件

に適用している。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項なし。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項なし。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 759,000,000

計 759,000,000

種類 

第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 

(平成23年12月31日) 

提出日現在 

発行数(株) 

(平成24年２月14日)

上場金融商品取引所 

名又は登録認可金融 

商品取引業協会名 

内容 

普通株式 322,656,796 322,656,796 
東京証券取引所（市場第一部） 
大阪証券取引所（市場第一部） 

単元株式数 
1,000株 

計 322,656,796 322,656,796 － － 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(株) 

発行済株式 

総数残高 

(株) 

資本金増減額

(百万円) 
 

資本金残高 

(百万円) 
 

資本準備金 

増減額 

(百万円) 

資本準備金 

残高 

(百万円) 

平成23年12月31日 ― 322,656,796 ― 23,001 ― 25,573 
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(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日である平成23年９月30日の株主名簿により記載し

ている。 

① 【発行済株式】 

平成23年９月30日現在 

 
（注） １ 「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式689株ならびに相互所有による戸田道路株式会社893

株、千代田土地建物株式会社990株およびシプコー工業株式会社745株が含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式200株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成23年９月30日現在 

 
  

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はない。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式  － －  

議決権制限株式（自己株式等）  －  

議決権制限株式（その他）   

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

－  
  普通株式 11,267,000 
（相互保有株式） 

  普通株式 4,601,000 

完全議決権株式（その他） 普通株式 304,481,000 304,481  

単元未満株式 普通株式 2,307,796 －  

発行済株式総数  322,656,796 － － 

総株主の議決権  － 304,481 － 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％) 

（自己保有株式）   

戸田建設株式会社 
東京都中央区京橋 
１－７－１ 11,267,000 － 11,267,000 3.49 

（相互保有株式）   

戸田道路株式会社 
東京都中央区日本橋 
１-12-８ 1,708,000 － 1,708,000 0.52 

千代田土地建物株式会社 
東京都目黒区東山 
３－１－11 2,760,000 － 2,760,000 0.85 

シプコー工業株式会社 
東京都千代田区三番
町28 133,000 － 133,000 0.04 

計 － 15,868,000 － 15,868,000 4.91 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記

載している。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月

１日から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、青南監査法人により四半期レビューを受けている。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 42,268 26,880

受取手形・完成工事未収入金等 132,541 129,645

有価証券 20,069 11,000

販売用不動産 28,631 27,547

未成工事支出金 51,047 74,510

その他のたな卸資産 2,033 686

繰延税金資産 7,327 6,997

その他 3,552 8,230

貸倒引当金 △918 △901

流動資産合計 286,554 284,597

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 18,131 18,370

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 799 743

土地 69,139 69,111

リース資産（純額） 140 98

建設仮勘定 895 1,656

有形固定資産合計 89,106 89,980

無形固定資産   

のれん 427 385

その他 1,843 2,683

無形固定資産合計 2,270 3,069

投資その他の資産   

投資有価証券 110,251 91,332

長期貸付金 1,422 1,408

繰延税金資産 5,592 9,881

その他 7,410 4,744

貸倒引当金 △3,498 △1,775

投資その他の資産合計 121,179 105,591

固定資産合計 212,556 198,640

資産合計 499,111 483,238
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 118,101 90,932

短期借入金 ※3  43,913 ※3  45,417

コマーシャル・ペーパー － 8,000

未払法人税等 620 913

未成工事受入金 55,471 73,406

繰延税金負債 39 2

賞与引当金 3,286 2,043

完成工事補償引当金 926 895

工事損失引当金 9,271 9,686

災害損失引当金 297 168

預り金 15,844 18,777

その他 8,176 8,244

流動負債合計 255,949 258,488

固定負債   

長期借入金 14,209 12,597

繰延税金負債 251 230

再評価に係る繰延税金負債 11,888 10,398

退職給付引当金 22,738 23,600

役員退職慰労引当金 241 256

資産除去債務 155 154

その他 4,095 3,974

固定負債合計 53,580 51,212

負債合計 309,530 309,701

純資産の部   

株主資本   

資本金 23,001 23,001

資本剰余金 25,595 25,595

利益剰余金 125,893 118,322

自己株式 △6,683 △6,688

株主資本合計 167,806 160,229

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 15,594 5,880

繰延ヘッジ損益 △15 △50

土地再評価差額金 4,561 6,074

為替換算調整勘定 △1,812 △2,112

その他の包括利益累計額合計 18,327 9,792

少数株主持分 3,447 3,514

純資産合計 189,581 173,536

負債純資産合計 499,111 483,238
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高   

完成工事高 287,423 287,085

不動産事業等売上高 9,516 10,576

売上高合計 296,940 297,662

売上原価   

完成工事原価 269,725 271,731

不動産事業等売上原価 7,460 8,080

売上原価合計 277,186 279,812

売上総利益   

完成工事総利益 17,698 15,353

不動産事業等総利益 2,055 2,496

売上総利益合計 19,753 17,849

販売費及び一般管理費 17,908 16,699

営業利益 1,845 1,149

営業外収益   

受取利息 149 216

受取配当金 1,545 1,648

その他 275 202

営業外収益合計 1,970 2,067

営業外費用   

支払利息 597 570

その他 179 205

営業外費用合計 776 775

経常利益 3,039 2,441

特別利益   

貸倒引当金戻入額 58 －

固定資産売却益 10 2

投資有価証券売却益 1 30

負ののれん発生益 386 －

特別利益合計 456 33

特別損失   

投資有価証券評価損 75 3,284

減損損失 91 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 83 －

その他 36 83

特別損失合計 287 3,368

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

3,210 △892

法人税等 1,407 4,450

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

1,802 △5,342

少数株主利益 5 38

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,797 △5,380
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

1,802 △5,342

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △2,850 △9,726

繰延ヘッジ損益 △21 △34

土地再評価差額金 － 1,537

為替換算調整勘定 △381 △322

その他の包括利益合計 △3,253 △8,546

四半期包括利益 △1,451 △13,889

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,450 △13,892

少数株主に係る四半期包括利益 △0 3
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

連結の範囲の重要な変更 

第２四半期連結会計期間より、新たに設立した戸田フィリピン株式会社及びＡＢＴＤ株式会社を連結の範囲に含
めている。 

 

 

 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日) 

税金費用の計算 
 
 
 

税金費用の算定については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて算定している。 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日) 

１．会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月4日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用している。 

２．法人税率の変更等による影響 

 平成23年12月2日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法

律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に

関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年4月1日以後に開始する連結会計年度より法人

税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることになった。また、欠損金の繰越控除制度が改正され、平成

24年4月1日以後に開始する連結会計年度から繰越控除前の所得の金額の100分の80相当額が控除限度額とされるこ

とになった。 

 これらの改正に伴い、四半期純損失は3,508百万円増加している。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

前連結会計年度 

(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 

(平成23年12月31日) 

１ 偶発債務 

（1）下記の会社の金融機関からの借入に対し債務保証

を行っている。 

 
（2）下記の会社の履行保証保険契約の締結に際し保証

を行っている。 

 
 上記金額は株式会社駒込ＳＰＣの債務不履行により保

険が実行された場合の当社への求償限度額である。 

 平成23年3月31日現在、株式会社駒込ＳＰＣに債務不

履行の事実はない。 

（3）保証予約はない。 

シンボルタワー開発(株) 598百万円 

（株）駒込ＳＰＣ 2,330百万円 

１ 偶発債務 

(1) 下記の会社の金融機関からの借入に対し債務保証

を行っている。 

 
（2）下記の会社の履行保証保険契約の締結に際し保証

を行っている。 

 
上記金額は株式会社駒込ＳＰＣの債務不履行により保

険が実行された場合の当社への求償限度額である。 

平成23年12月31日現在、株式会社駒込ＳＰＣに債務不

履行の事実はない。 

(3) 保証予約はない。 

シンボルタワー開発(株) 575百万円 

（株）駒込ＳＰＣ 2,330百万円 

２ 手形割引高 

 
  

受取手形割引高 380百万円 

２ 手形割引高 

 
  

受取手形割引高 232百万円 

※３ 連結財務諸表提出会社においては、運転資金調達

の機動性の確保および調達手段の多様化に対応するた

め２件の貸出コミットメント契約を締結している。 

当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入未実行残高は下記の通りである。 

 

１）契約銀行数 4行 

契約極度額 20,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 20,000百万円 

２）契約銀行数 4行 

契約極度額 20,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 20,000百万円 

 

※３ 連結財務諸表提出会社においては、運転資金調達

の機動性の確保および調達手段の多様化に対応するた

め２件の貸出コミットメント契約を締結している。 

当第３四半期連結会計期間末における貸出コミッ

トメントに係る借入未実行残高は下記の通りである。 

 

１）契約銀行数 4行 

契約極度額 20,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 20,000百万円 

２）契約銀行数 4行 

契約極度額 20,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 20,000百万円 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却

額は、次のとおりである。 

  

 
  

(株主資本等関係) 

Ⅰ前第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日） 

１  配当金支払額 

 
  

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

  

  該当事項なし。 

  

Ⅱ当第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日） 

１  配当金支払額 

 
  

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

  

  該当事項なし。 

  

前第３四半期連結累計期間 

(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年12月31日) 

 

減価償却費 1,503百万円 

のれんの償却額 41百万円 

 

 

減価償却費 1,545百万円 

のれんの償却額 41百万円 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年6月29日 
定時株主総会 

普通株式 2,181 7.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年6月29日 
定時株主総会 

普通株式 2,179 7.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ前第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
（単位：百万円） 

 
(注)1 「セグメント利益又は損失」の調整額△5,643百万円には、セグメント間取引消去△143百万円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△5,500百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費である。 
2 「セグメント利益又は損失」は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

建築事業セグメント及び土木事業セグメントにおいて使用している事業用資産の減損損失を91百万円

計上している。 

（重要な負ののれん発生益） 

建築セグメントにおいて、戸田建設工程（上海）有限公司の株式を追加取得し、土木セグメントにお

いて、戸田道路株式会社の株式を追加取得したことにより、負ののれんが発生した。 

当該事象における負ののれん発生益の計上額は、当第３四半期連結累計期間において386百万円とな

った。 

  
Ⅱ当第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
（単位：百万円） 

 
(注)1 「セグメント利益又は損失」の調整額△5,487百万円には、セグメント間取引消去△154百万円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△5,332百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費である。 
2 「セグメント利益又は損失」は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項なし。 
  

 
 
 
 

報告セグメント
調整額 
(注)1

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)2

建築事業 土木事業 不動産事業
その他
の事業

計

売上高     

外部顧客への売上高 239,833 47,601 9,071 433 296,940 － 296,940 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 2,028 616 914 523 4,082 △4,082 －

計 241,862 48,217 9,985 956 301,022 △4,082 296,940 

セグメント利益又は損失（△） 7,806 △1,864 1,471 75 7,489 △5,643 1,845 

 
 
 
 

報告セグメント
調整額 
(注)1

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)2

建築事業 土木事業 不動産事業
その他
の事業

計

売上高     

外部顧客への売上高 235,522 51,561 10,122 454 297,662 － 297,662 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 1,658 315 976 559 3,509 △3,509 －

計 237,181 51,876 11,099 1,014 301,171 △3,509 297,662 

セグメント利益又は損失（△） 5,069 △199 1,672 94 6,637 △5,487 1,149 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

 
(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、当第３四半期連結累計期間については１株当

たり四半期純損失であり、潜在株式が存在しないため、前第３四半期連結累計期間については潜在株式が存

在しないため記載していない。 

  

(重要な後発事象) 

当第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月1日 至 平成23年12月31日） 

  

平成24年１月17日、当社施工中の建物において火災が発生し、建物の一部が焼損した。 

この火災事故により、損害賠償費用等の損失が発生する可能性があるが、当該施工中の建物に 

付されている保険の査定額等を含め、実質損害額及び業績に与える影響額については、現時点 

では未確定である。 

  

  

該当事項はない。 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
 至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
 至  平成23年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△） 

5円81銭 △17円41銭

(算定上の基礎) 

四半期純利益金額 
又は四半期純損失金額（△）(百万円) 1,797 △5,380

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額 
又は四半期純損失金額（△）(百万円) 1,797 △5,380

普通株式の期中平均株式数(千株) 309,509 309,003 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 
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平成24年２月13日

戸田建設株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている戸

田建設株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
（平成23年10月１日から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成
23年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、戸田建設株式会社及び連結子会社の平成23
年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

青南監査法人 

代表社員 
業務執行社員 

公認会計士    高橋  瞳    印 

代表社員 
業務執行社員 

公認会計士    笠井 幸夫    印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年２月14日 

【会社名】 戸田建設株式会社 

【英訳名】 TODA CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  井 上 舜 三 

【最高財務責任者の役職氏名】   ― 

【本店の所在の場所】 東京都中央区京橋一丁目７番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 戸田建設株式会社 千葉支店 

  (千葉市中央区新宿一丁目21番11号) 

 戸田建設株式会社 関東支店 

  (さいたま市浦和区高砂二丁目６番５号) 

 戸田建設株式会社 横浜支店 

  (横浜市中区本町四丁目43番地) 

 戸田建設株式会社 大阪支店 

  (大阪市西区西本町一丁目13番47号) 

 戸田建設株式会社 名古屋支店 

  (名古屋市東区泉一丁目22番22号) 



当社代表取締役社長 井上舜三は、当社の第89期第３四半期(自 平成23年10月１日 至 平成23年12

月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたし

ました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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